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日本の国際緊急援助体制

海外の災害に対する支援  

　地球規模の気候変動や地震・火山活動の活発化など
により、近年、自然災害の発生頻度が高まるとともに、
異常高温、豪雪、噴火など、その形態も多様化しつつあ
ります。またその被害は、災害の大規模化や都市化の
進行などに伴い、年々激甚化する傾向にあります。

JICAは海外で大規模な災害が発生した場合に、被災
国政府または国際機関からの要請に基づき、緊急援助
を実施しています。支援の形態には、国際緊急援助隊
（JDR： Japan Disaster Relief Team）の派遣と、緊急
援助物資供与があります。  

国際緊急援助隊の派遣  

JDRには、救助チーム、医療チーム、感染症対策チー
ム、専門家チーム、自衛隊部隊の5つの派遣形態があ
ります。
　救助チームは、主に大規模な地震災害が発生した際
に派遣され、これまで21回※の派遣実績があります。警
察、消防、海上保安庁から選抜されたレスキュー隊員、
医療班、救出活動の安全を守る構造評価専門家、業務

調整員などで構成されます。隊員は通常、各所属先で
勤務しています。JDR派遣のための訓練を経て待機隊
員となり、発災時には関係行政機関などを通じて招集さ
れ、被災地に派遣されます。各国の救助チームは、国連
の専門機関である「国際捜索救助諮問グループ」
（INSARAG）の国際認証を受けることが推奨されていま
す。JDRの救助チームは、2010年に3段階の評価のう
ち最高分類である「ヘビー」級チームとして認証され、
今日までその地位を維持しています。
医療チームは、被災地で医療活動を行うことを目的と

して派遣され、これまでに62回※の派遣実績があります。
派遣候補者はJDR医療チームに登録し、研修や訓練を
経て派遣に備えています。多くの登録者は通常、医療機
関など所属先で業務に従事していますが、派遣命令が出
されると、直ちに招集されます。各国の医療チームは、
世界保健機構（WHO）による緊急医療チーム（EMT）と
しての認証を取得することが奨励されています。JDRの
医療チームは、2016年に入院、手術、産科機能を有す
る「タイプ2」の活動を展開することができるＥＭＴとして
認証され、今日までその地位を維持しています。

　感染症対策チームは、国際的に懸念される感染症が
流行する恐れがある場合に派遣され、これまでに6回※

の派遣実績があります。研究機関、医療機関などに所属
する感染症の専門家などが事前に登録され、研修や訓
練を受け、出動に備えています。
　専門家チームは、災害への緊急な対応や復旧・復興に
向けた支援や助言を行います。これまでに55回※の派遣
実績があります。災害状況や現地ニーズに応じて官民の
専門家に協力を求め、その都度チームを組織します。
　自衛隊部隊は、人員や物資、資機材の輸送、そのほ
かJDRの活動に必要な場合に、外務大臣から防衛大臣
への要請に基づき派遣されます。これまでに24回※の派
遣実績があります。  

緊急援助物資の供与
JICAは海外の大規模な災害に対して、必要な人道救
援物資を被災地へ迅速に供与する役割も担っています。
緊急なニーズに対応するため、テント、毛布、プラスチッ
クシートなど、災害地で必要となる基本的な品目をあら
かじめ調達し、世界5カ所の倉庫に備蓄しています。ま
た森林火災、油流出事故、感染症の流行など備蓄品以
外でニーズがある場合は、物資を緊急調達して供与し
ています。これまで593件※の供与実績があります。

2023年度には、リビア、アフガニスタン、モンゴルに
計3回の物資供与を実施しています。   

応急対応に向けた平時からの備え  

JICAは国際緊急援助活動の事務局機能を担ってい
ます。JDRの機能や現地活動の在り方などを不断に検
討し、実際のアクションに反映すべく、ガイドラインや
マニュアルの策定、資機材の準備・維持管理、展開・輸
送のための事前の準備、訓練・研修の企画運営、国際
認証への適合化や認証ステータスの維持などを行って
います。また緊急援助の分野は国際協調が深化してお
り、国際機関や他国救助チームとの連携協調にも関
わっています。さらにJICAは、緊急援助から復旧・復興

への切れ目のない支援を実現すべく、緊急支援で得た
情報などを資金協力や技術協力の計画・実施に生かして
います。

国内災害で生きる国際緊急援助の成果
2024年1月１日、能登半島沖を震源とする大地震が
発生しました。JDRは海外で発生した災害を対象として
おり、国内災害への支援は実施していません。他方、
JDRで活躍した人材や知見、機材が能登半島地震への
対応に生かされました。過去にJDRの救助チームとし
て派遣された警察・消防・海上保安庁の隊員経験者が、
能登半島地震の支援の現場で再会し、協力しながら活
動を行った事例や、医療チームとして派遣された医療従
事者などが、災害派遣医療チーム（DMAT）として現場
で活躍する事例などがありました。また、JDR派遣を経
て得た知見が基礎となって開発された、被災地の診療
情報を収集・蓄積し、医療ニーズの全貌や医療フェーズ
の推移を把握するためのシステム「J-Speed」も活用さ
れました。さらに、JDRの装備品である循環型シャワー
システムもいち早く被災者のために貸し出しました。
　このようにJDRの活動は、協力した関係者の知見や
使用された機材が国内の災害発生時にも生かされてい
るなど、国際協力で得られた人材や知見の国内への環
流、国内課題と国際協力の課題や取り組みの一元化と
いった観点から重要な役割を果たしています。
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※ 2024年 3月末現在の実績

深夜に行われた救助チームの総合訓練で被災者を救出するため進入口を確保する隊員
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